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液状化の検討を行う際，対象土層が液状化検討対象となるかどうかを評価することが必ず必要となる．液状化する可
能性のある土質を簡易にかつ的確に評価できれば，合理的な設計が可能となる．このような方法の一つとして，粒度組
成があげられる．均等粒径な砂は液状化する可能性が高いが，粘性土は液状化しにくい．このように，液状化の生じや
すい粒度組成と液状化する可能性の低い粒度組成の間には境界が存在すると考えられる．この境界を明らかにすれば，
液状化しやすい土質を評価する指標となる可能性がある．筆者らは，地震後現地調査を行い，液状化によって発生する
噴砂を多数採取し分析を行ってきた．ここではその結果を示すとともに，この結果を用いて液状化する可能性の低い土
層を判定する方法を提案する．  
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1．はじめに 
 
地盤の液状化は，土の粒度組成が粗ければ排水性が増

すので，また，細かければ粘着力が増すので液状化しに

くくなると考えられる．このように，土の粒度組成は，

液状化しやすい土質を評価する指標になる可能性がある．  
液状化しやすい土質の粒度組成について渡辺1)は，1964
年新潟地震直後に，バイブロフローテーション工法に有

効な粒度組成の範囲を液状化しやすい粒度組成の範囲と

して示した．後に土田2),3)は，渡辺のデータに加え振動台

実験結果と噴砂の粒度組成を用いて液状化しやすい土の

粒度組成の範囲を示した．この範囲は，現在の港湾基準
4)へも反映されている．また，米国の橋梁の耐震設計基準

である ATC-325)でも，液状化しやすい粒度組成として，
港湾基準とほぼ同様なものが示されている．しかしなが

ら，その後多くの地震で液状化が数多く発生しているに

もかかわらず，この液状化しやすい土の粒度組成の範囲

の検証や見直しが十分には行われてきたとはいえない． 
そこで，筆者らは容易に採取できる噴砂に着目し，液

状化が生じた13地震で採取された噴砂823試料を分析し
た．ここでは，噴砂の粒度組成の特徴を示すとともに，

液状化する可能性の低い土層の判定方法を提案する． 

表-1 液状化調査対象地震の諸元と噴砂採取地点数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

発生年月日        震 源 位 置 最大震度階 諸元発表機関 液状化限界
震央距離

噴砂試料採
取地点数

地　震　名 （現地時間） マグニ
チュード

緯度 経度 深さ ()内は気象庁旧震度階
との対応値

R(km)注5)

deg deg km
千葉県東方沖地震 1987.12.17 Mj=6.7 34.35N 140.48E 58 Ⅴ注1) 気象庁 36 89
ロマ･プリエタ地震 1989.10.17 Ms=7.1 37.04N 121.88W 19 Ⅷ注2)(Ⅴ) USGS 62 42

フィリピン･ルソン島地震 1990. 7.16 Ms=7.8 15.66N 121.23E 25 Ⅷ～Ⅸ注3)(Ⅴ～Ⅶ) USGS(震度階はフィリピン火山地震研究所)
195 9

釧路沖地震 1993. 1.15 Mj=7.8 42.85N 144.38E 107 Ⅴ注1) 気象庁 255 109
能登半島沖地震 1993. 2. 7 Mj=6.6 37.65N 137.30E 25 Ⅴ注1) 気象庁 30 48
北海道南西沖地震 1993. 7.12 Mj=7.8 42.78N 139.20E 58 Ⅴ注1) 気象庁 255 140
ノースリッジ地震 1994. 1.17 Ms=6.7 34.21N 118.54W 19 Ⅸ注2)(Ⅵ) USGS 30 12
北海道東方沖地震 1994.10. 4 Mj=8.1 43.37N 147.67E 30 Ⅵ注1) 気象庁 430 121
三陸はるか沖地震 1994.12.28 Mj=7.5 40.43N 143.75E 0 Ⅵ注1) 気象庁 150 7
兵庫県南部地震 1995. 1.17 Mj=7.2 34.61N 135.00E 14 Ⅶ注1) 気象庁 88 142

鹿児島県北西部地震 1997. 3.26
1997. 5.13

Mj=6.3
Mj=6.2

31.98N
31.95N

130.37E
130.30E

8
8
5+
6- 気象庁 18

15 17

台湾集集大地震 1999. 9.21 ML=7.3 23.85N 120.81E 7 Ⅵ注4)(Ⅵ～Ⅶ) 台湾中央気象局 140 13
鳥取県西部地震 2000.10. 6 Mj=7.3 35.4 N 133.4 E 11 6+ 気象庁 105 74

Mj：気象庁マグニチュード
Ms：表面波マグニチュード
ML：ローカルマグニチュード

注1)旧気象庁震度階
注2)修正メリカリ震度階
注3)改正ロッシフォレル震度階
注4)台湾の震度階
注5)気象庁マグニチュードに換算して計算．
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図-1 各地震で生じた噴砂の50%粒径の範囲 
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2．調査方法 
 
噴砂を採取する方法と採取箇所は重要な問題であるが，

ここでは噴砂は，原則として噴砂口に近い噴砂丘中腹部

より採取した6)．  
表- 1に，噴砂を採取した液状化調査対象13地震の諸
元と採取した地点数を示す．本論文では，ここに示す823
試料のデータを用いた．調査した地震の中には，1994年
ノースリッジ地震，1995年兵庫県南部地震，1999年台湾
集集大地震など，いわゆるレベル 2地震動が発生したと
考えられる地震も含まれている． 
なお，噴砂の塑性指数は，基本的には全ての試料がNP
であると考えて良い． 

 
3．若齢地盤と沖積地盤で生じた噴砂の比較 

 
海岸埋立地に代表される若齢な地盤と，海岸埋立地な

どに比べると一般的には堆積年代が古い沖積地盤に代表

されるその他の地盤で生じた噴砂の比較を行う． 
図-1に，森ら6)の結果に，1990年フィリピン・ルソン島
地震以降の地震データを加え，各地震で生じた噴砂の

50%粒径の範囲を海岸埋立地とそれ以外の地点に分けて
示す．なお，図中の海岸埋立地の噴砂には，若齢地盤と

いう観点から，内陸において発生した噴砂の内，埋戻し

地盤などの人工改変地も含めた．図中には，既往の調査

結果より1964年新潟地震7)，1968年十勝沖地震8)，1978年
宮城県沖地震9)，1983年日本海中部地震10),11)のデータも加
えた．また，図中には目安のために港湾基準4)に示される

均等係数がUc<3.5の場合の「特に液状化の可能性あり」
の範囲Aも併記した． 全体的にみると，港湾基準の範囲
に多くのものが入っているが，これより細粒側の噴砂が

あり，いずれも海岸埋立地で生じたものであることがわ

かる．海岸埋立地以外の地盤では，噴砂の粒度組成の下

限値は範囲Aとほぼ同じである．  
粗粒側の範囲 Aの上限値を大幅に上回っているのは

1995年兵庫県南部地震である．この地震では，海岸埋立
地やその他の地盤といった種別に関係なく広い粒度組成

の範囲で噴砂が確認されたことがわかる．このように，

海岸埋立地とそれ以外の地盤で細粒側の下限値が異なる

理由として，埋立地盤に比較し堆積してから長い年月が

経過していると考えられる沖積地盤では，細粒な土が経

年変化により液状化しにくくなることが推測される． 
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図-3 沖積地盤における細粒分含有率と粘土分含有率
の関係 13) 
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4．細粒分含有率と粘土分含有率の関係 
 
 図-2に，噴砂の細粒分含有率 Pfと粘土分含有率 Pcの
関係を海岸埋立地で生じたものとその他のものに分けて

示す．海岸埋立地では細粒分含有率が100%近いものまで
存在しているが，その他の地点では，細粒分含有率の上

限は 50%程度で，多くは 40%程度以下であることがわか
る．一方，噴砂の粘土分含有率はいずれにおいてもほぼ

10%以下という特徴があることがわかる．図-3に文献12)
より沖積地盤の代表として，砂質土主体である有楽町層

上部とシルトまたは粘性土主体である有楽町層下部の地

盤の細粒分含有率 Pfと粘土分含有率 Pcの関係13)を示す
（n=2825）．このように，沖積地盤では，平均的には粘土
分含有率が細粒分含有率の 4割程度の割合で存在するこ
とがわかる．したがって，細粒分含有率が100%近くまで
多くなっても粘土分含有率が 10%以下という関係は，主

に海岸埋立地で生じた噴砂の特徴的な粒度組成であるこ

とがわかる．ただし，図-3からもわかるように，自然地

盤にも粘土分は少ないが細粒分の多い土が存在している

のも事実である． 
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(a)海岸埋立地で生じた噴砂 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b)海岸埋立地以外で生じた噴砂 
図-2 噴砂の細粒分含有率と粘土分含有率の関係 
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図-4 噴砂の50%粒径と中央均等係数の関係 
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5．噴砂の50%粒径と中央均等粒径の関係 
 
代表的な粒径としての50%粒径D50と，噴砂の平均的な

粒度組成の定式化を試みた． 
なお，ここでは均等係数に替わるものとして式(1)で定
義される中央均等係数を用いることとする． 

Ucc= D60/D30        (1) 
ここで，Ucc ：中央均等係数 

D60 ：60%粒径(mm) 
D30 ：30%粒径(mm) 

 

図-4に，噴砂の50%粒径と中央均等係数の関係を示す．
50%粒径が小さい部分では中央均等係数が小さく，50%
粒径が大きくなるとともに中央均等係数が大きくなる傾

向が認められる．特に，50%粒径が 0.2mm付近以下の範
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囲では，中央均等係数は大部分が2.12（港湾基準4)に示さ
れるUc=3.5に対応する値）以下であることがわかる．  
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図-6 噴砂の粒度組成の限界値 

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

通
過
質
量
百
分
率
　
P(
%)

港湾基準

噴砂 a b dc e

a b c d e

範囲A

範囲B

P=30

P=80

これより平均値を 50%粒径が 0.2mmで折れる 2本の直
線で近似すると，噴砂の粒度組成モデルとして式(2)が得
られる． 

 
Ucc= 1.5 (0.02mm≦D50＜0.2mm) 

(2)
Ucc= 2.36 D50

0.27   (0.2mm≦D50＜5mm) 
 
噴砂の多くは，粒度組成の通過質量百分率約 30～80%
の範囲で粒度曲線が直線的であるので，50%粒径前後の
粒度組成の主体をなす部分は，粒度曲線の勾配として近

似することができる．式(2)は，この勾配の逆数を表した
もので，通過質量百分率 30～80%程度の範囲における噴
砂の粒度組成のモデルである． 
式(2)は細粒側では均等粒径で，粗粒になるほど粒度配
合が良くなることを示している．このようになる理由と

して，以下が推測される．一般的な土の粒度組成は，細

粒分含有率が増加すれば平均的には粘土分を多く含むよ

うになり，粘着力が増し液状化しにくくなると考えられ

る．しかし，粒度組成が全体的に細粒になっても粘土分

が少ない土も存在し，このような粒度組成の土の内，特

に若齢な土は液状化しやすいと考えられる．一方，粗粒

側は，一般的には土が粗粒になるほど透水性が大きくな

るので，液状化しにくくなる．地盤中には，50%粒径が
大きく均等粒径な土や，粒度配合の良い土が存在すると

考えられる．50%粒径が大きく均等粒径な土は，細粒分
を含まないことになるので透水係数が大きく液状化しに

くいが，50%粒径が大きくても粒度配合が良くある程度
の細粒分を含むものは透水係数が低く保たれるので液状

化しやすくなると考えられる．  
 
6．粒度組成の限界値 
 
噴砂の粒度組成の限界値を統計的分析により検討する．  
 図-5に，採取した噴砂の通過質量百分率Pが10～90%
の範囲における 10%ごとの Pに対する粒径の頻度分布を
海岸埋立地とその他の地点に分けて示す．横軸は地学の

分野で用いられるφスケール（φ= -log2D，D：粒径(mm)）
であり，各区分範囲の下限値を示した．図中の破線は，

それぞれ最大・最小値および平均値より±3σ離れた粒径
である．また，図中には，平均値と標準偏差より求めら

れる正規分布関数を点線で示した． 

(a)は，海岸埋立地で生じた噴砂である．P=40～70%の
範囲では分布の平均値付近が正規分布に近く，最大値

（Max），+3σ，平均値（正規分布の頂点），最小値（Min）
は，検討対象とした通過質量百分率が減少するにともな

いφスケールの値は大きくなる（粒径が小さくなる）が，

-3σの値は，P=20～90%の範囲でほとんど変化せず最小値
より大きく（細粒に）なり，φスケールの大きな部分（細

粒な部分）における裾野の広がりは，正規分布とはなら

ないことがわかる．このように，φスケールの大きな範

囲（細粒な範囲）では，頻度分布が正規分布のような裾

野の広がりを示さないことから，粒径に対し噴砂には細

粒側にある限界値が存在していると考えられる．一方，

φスケールの小さい範囲（粗粒な範囲）では，裾野が大

きく広がり，正規分布に近い広がりを示し，明らかな限

界値は特に認められない． 
(b)は，海岸埋立地以外で生じた噴砂である．φスケー

ルの小さい範囲（粗粒な範囲）では，最大値，+3σ，頻
度分布の裾野の広がりが，ほぼ海岸埋立地で生じた噴砂

と同様であり，φスケールの大きい範囲（細粒な範囲）

では，(a)と傾向は同様であるがその値は小さい方へ（粗

粒側へ）移動している． 
以上より粒度組成の限界値のポイントを簡明にしたも

のが，図-6である．前述の通り，通過質量百分率30～80%
の範囲では，粒度曲線は片対数紙上でほぼ直線である．

また，50%粒径と中央均等係数の間には，式(2)に示した
関係があることから，海岸埋立地に代表される若齢地盤

と，沖積地盤に代表されるその他の地盤のそれぞれの限

界値の 50%粒径より，通過質量百分率 30～80%の範囲で
噴砂の粒度組成範囲の限界値を直線と仮定して求めた． 
以上より，図-6に示した限界値a～eは，以下のような
意味を持つ． 

aは，本論文で求められた最も細粒な値である．他のデ
ータの頻度分布と比較すると特異なデータであるが，参

考のために示した．この値は，火山灰による埋立地盤で

採取された噴砂であり，これが他と比べて特異なデータ

となった原因とも考えられる．このように，火山灰の液

状化についてはかなり細粒な土も噴砂となり得る可能性

を否定できないので，図には特異なデータではあるがあ

えて記載した．火山灰は，粒子形状が先鋭である場合が

多く，このような形状は大きなダイレイタンシーを発揮

しやすいと考えられ，火山灰の液状化については，今後

の大きな課題である． 
bは，噴砂の下限値である．噴砂は，火山灰のような
特殊な場合を除き，この下限値より細粒なものは認めら 
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(a)海岸埋立地で生じた噴砂           (b)海岸埋立地以外で生じた噴砂 
図-5 噴砂の各通過質量百分率におけるφスケールで示した粒径の頻度分布 
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図-7 判定に用いる粒度組成の限界値 
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 粒度組成を用いて，液状化する可能性の低い土層を判

定する方法として，図-8に図-7を用いた判定法を示す．

まず，火山灰に代表される特殊土は除く．次に，粒度組

成を求め，各土層が若齢地盤であるか否かを判別する．

若齢地盤とは海岸埋立地や埋戻土などの人工改変地が対

象となるが，沖積地盤であっても明らかに堆積年代が最

近であればこれも若齢地盤とする．それぞれに判別され

た土層は，粒度組成より図-7を用いて液状化の可能性に

ついて判別する．判別する際，限界線を横切るような粒

度曲線も限界線を越えたものと判別する． 

れない．噴砂には，このような下限値が存在している．

したがって，これより細粒な土は液状化する可能性が低

いと考えられる． 
cは，沖積地盤に代表される地盤から採取した噴砂の下
限値である．沖積地盤ではこれより細粒な土は液状化す

る可能性が低いと考えられる．bとcの間には，海岸埋立
地に代表される若齢な地盤で採取された噴砂が入る．b
と cの違いは，このように堆積年代に関係していると考
えられるので，沖積地盤であっても海岸埋立地のように

若齢であれば bに近い粒度組成の土の液状化も今後発生
すると考えられる．   現在の港湾基準4)による判定方法では，種々の均等係数

の粒度組成に対して判別しにくい面があった．特に，粒

度組成が限界線を横切る場合，その程度によりどのよう

に判別するかは個人差が大きかったと考えられる．また，

均等係数の大きな土に対しては，かなり細粒な土までも

液状化の可能性のある土に判別されてしまう可能性があ

った．これらに対して，ここで提案した判別法を用いる

ことで，より明確にしかも合理的に液状化する可能性の

低い土層を判定できる可能性がある． 

dは，統計的に求めた噴砂の上限値である．噴砂はこ
れよりも多くの場合が細粒であるが，これより粗粒なも

のが皆無という意味ではなく少ないという意味である． 
 eは，本論文で求められた最も粗粒な値である．本論
文ではこれより粗粒な噴砂が確認されていないことを意

味する．粗粒側の頻度分布形状は正規分布と同じような

広がりを示すことから，今後さらに粗粒な粒径が確認さ

れる可能性は否定できない．dとeの間に入る噴砂の大半
は，1995年兵庫県南部地震で採取されたものであり，本
論文のデータ中の約 1%を占める．この地震は，内陸直
下型の地震であり，気象庁震度階Ⅶが観測されたことか

ら地震動が大きかったこと，また，噴砂の多くがまさ土

であったことが特徴である．したがって，これらを考慮

すると，粗粒側の限界値は，地震動の大きさや土質の特

殊性の影響を大きく受けている可能性が考えられる． 

 
8．まとめ 
 
(1) 噴砂は，いずれも非塑性または低塑性で，粘土分含

有率は 10%以下であるが，特に海岸埋立地で発生し
た噴砂の細粒分含有率は 0～100%の広い範囲に分布
する．このような粘土分含有率が 10%以下であるが
細粒分含有率が0～100%である関係は，自然堆積した
沖積地盤におけるこの関係とは大きく異なる． 

 
7．噴砂の粒度組成を用いた液状化する可能性の低
い土層の判定方法 (2) 海岸埋立地に代表される若齢な地盤で採取された噴

砂には細粒分含有率が 100%に近いシルトの卓越した
ものがあるが，沖積地盤に代表される地盤で採取さ

れた噴砂では，港湾基準の「特に液状化する可能性

あり」の下限より大幅に細粒なものは認められない． 

 
 以上の噴砂の粒度組成と堆積年代の特性を用いて，液

状化する可能性の低い土層を判定する方法を提案する． 
 図-7は，判定が行いやすいように図-6のそれぞれの限

界線を描き直したものである．それぞれ B～Eは，前述
のb～eに対応する． 

(3) 噴砂の粒度組成は，細粒側では均等粒径で，粗粒側

になると粒度配合が良くなる傾向がある．このよう
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図-8 液状化の可能性の低い土層の判定方法 
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(6) 噴砂の粒度組成より得られた特性を用いて，液状化

する可能性の低い土層を評価する方法を提案した． 
な関係は，自然堆積した沖積地盤のデータでは認め

られない．これより噴砂の 50%粒径と中央均等係数
の平均的な関係として噴砂の粒度組成モデルを定式

化した． 
 
 なお，本論文は，文献14)の主要部分を抜粋再編集し，

これに加え，液状化する可能性の低い土層の評価方法を

提案したものである． 
(4) 噴砂の粒度組成範囲として，特異ではあるが確認さ

れた最も細粒な値，噴砂の細粒側の下限値，沖積地

盤に代表される地盤で採取された噴砂の下限値，噴

砂の大部分が入る粗粒側の上限値，確認された噴砂

の最も粗粒な値を示した．  

 今後は，逆にこの評価法で過去の地震の液状化・非液

状化地点に対して適用性を検証する必要がある． 
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それぞれ細粒側に下限値が存在している． 
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